
令 和 ３ 年 ９ 月 1 7 日
東京都新型コロナウイルス
感 染 症 対 策 本 部

令和３年度９月補正予算（案）について

１ 補正予算編成の考え方

現下の感染状況や社会経済情勢を踏まえ、万全な医療提供体制の確保や感

染の収束に向けた対策を講じるとともに、経済の再生・回復に向け、今後

の行動制限緩和に向けた準備等の取組を展開するなど、必要な施策を実施

していくため、予算措置を行います。

【補正予算の柱】

１ 新型コロナウイルスの感染再拡大を阻止する対策

２ 経済活動と都民生活を支えるセーフティネットの強化・充実

３ 感染症防止と経済社会活動との両立を図る取組

４ 社会構造の変革を促し、直面する危機を乗り越える取組

２ 財 政 規 模

区 分 今 回 補 正 既 定 予 算 計

一 般 会 計
億円 億円 億円

３，３６３ １０兆４，４４４ １０兆７，８０８

特 別 会 計
億円 億円 億円

― ５兆８，３１７ ５兆８，３１７

公営企業会計
億円 億円 億円

２４ １兆９，０５０ １兆９，０７４

合 計
億円 億円 億円

３，３８７ １８兆１，８１１ １８兆５，１９８

（１）補正予算の規模

（２）補正予算の財源（一般会計）

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがある。

【問合せ先】
財務局主計部財政課
電話 03-5388-2669

―１―

区 分 歳 出
国 庫 支 出 金

財 政 調 整
基 金 繰 入 金

福祉先進都市実現
基 金 繰 入 金

一 般 会 計
億円 億円 億円 億円

３，３６３ ３，０９６ １９１ ７６

１４時００分現在 第２４８１報



３ 補 正 事 項

区 分 今回補正

１ 新型コロナウイルスの感染再拡大を阻止する対策 3,341 億円

医療提供体制等の強化・充実 3,165 億円

患者受入に向けた空床確保料の補助 【福祉保健局】 1,918 億円

重点医療機関等医療チーム派遣事業支援 【福祉保健局】 25 億円

新型コロナウイルス感染症の重点医療機関等の体制整備 【福祉保健局】 82 億円

新型コロナウイルス感染症疑い救急患者の東京ルールの運用 【福祉保健局】 5 億円

新型コロナウイルス感染症入院医療確保のための後方支援病院確保事業 【福祉保健局】 4 億円

退院基準を満たしたコロナ患者の転院搬送支援 【福祉保健局】 0.1 億円

ＴＯＫＹＯ入院待機ステーションの運営 【福祉保健局】 7 億円

酸素・医療提供ステーション（施設型）の設置・運営 【福祉保健局】 98 億円

新たな臨時の医療施設の確保 【福祉保健局】 23 億円

宿泊施設活用事業 【福祉保健局】 373 億円

宿泊療養施設への入所調整 【福祉保健局】 0.3 億円

自宅療養の適切な実施に向けた支援 【福祉保健局】 195 億円

オンライン診療システムを活用した自宅療養者支援 【福祉保健局】 2 億円

抗体カクテル療法を受ける患者の搬送 【福祉保健局】 31 億円

民間医療機関における患者受入及び移送体制の確保 【福祉保健局】 184 億円

診療体制の確保支援 【福祉保健局】 27 億円

ＰＣＲ検査等の保険適用に伴う自己負担分の費用負担 【福祉保健局】 86 億円

検査体制の強化 【福祉保健局】 2 億円

都保健所における即応体制の整備 【福祉保健局】 4 億円

保健所支援体制の強化 【福祉保健局】 16 億円

救急・周産期・小児医療機関の感染拡大防止への支援 【福祉保健局】 5 億円

感染症法に基づく医療費等の公費負担 【福祉保健局】 8 億円

医療従事者に対する特殊勤務手当への支援 【福祉保健局】 42 億円

都立病院の職員に対する特殊勤務手当の支給 【病院経営本部】 10 億円

都立病院の職員に対する特殊勤務手当の支給(公営企業会計支出金) 【財務局】 10 億円

医療従事者への宿泊先確保支援 【福祉保健局】 0.4 億円

新型コロナウイルス感染症専用医療施設の運営 【福祉保健局・病院経営本部】 14 億円

新型コロナウイルス感染症専用医療施設の運営(公営企業会計支出金) 【財務局】 2 億円

新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦総合対策事業 【福祉保健局】 1 億円

感染の収束に向けた取組 102 億円

新型コロナウイルスワクチンに係る抗体保有に関する研究 【福祉保健局】 0.3 億円

―２―



区 分 今回補正

新型コロナウイルスワクチン接種体制の整備 【福祉保健局】 11 億円

新型コロナウイルスワクチン職域接種促進支援事業 【福祉保健局】 5 億円

高齢者・障害者支援施設等への集中的検査の実施 【福祉保健局】 5 億円

戦略的検査強化事業 【福祉保健局】 30 億円

都立学校におけるＰＣＲ検査の実施 【教育庁】 3 億円

区市町村立学校におけるＰＣＲ検査の実施 【教育庁】 8 億円

私立学校におけるＰＣＲ検査の実施 【生活文化局】 5 億円

保育所等におけるＰＣＲ検査の実施 【福祉保健局】 13 億円

相談体制の確保（コールセンター・発熱相談センター） 【福祉保健局】 16 億円

感染防護具の保管・配送 【福祉保健局】 2 億円

中小企業等による感染症対策助成事業 【産業労働局】 4 億円

区市町村と一体となった対策 74 億円

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（特別区分） 【総務局】 42 億円

区市町村との共同による感染拡大防止対策推進事業 【福祉保健局】 10 億円

新型コロナウイルス感染症区市町村緊急包括支援事業 【福祉保健局】 22 億円

２ 経済活動と都民生活を支えるセーフティネットの強化・充実 27 億円

経済活動を支えるセーフティネット 27 億円

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業 【産業労働局】 0.5 億円

成長産業分野キャリア形成支援事業 【産業労働局】 2 億円

一時支援金等受給者向け緊急支援事業 【産業労働局】 24 億円

３ 感染症防止と経済社会活動との両立を図る取組 15 億円

点検・認証済店舗へのデジタルトランスフォーメーションによる支援強化事業 【総務局】 0.4 億円

テイクアウト専門店出店支援 【産業労働局】 2 億円

飲食事業者向け経営基盤強化支援事業 【産業労働局】 6 億円

宿泊施設魅力向上緊急支援事業 【産業労働局】 1 億円

旅行業者等向け経営活力向上緊急支援事業 【産業労働局】 3 億円

ホストシティ東京の海外への魅力発信 【産業労働局】 0.5 億円

区部の宿泊施設を活用したサテライトオフィスの提供 【産業労働局】 0.6 億円

多摩地域の宿泊施設を活用したサテライトオフィスの提供 【産業労働局】 0.5 億円

小規模テレワークコーナー設置促進事業 【産業労働局】 0.7 億円

４ 社会構造の変革を促し、直面する危機を乗り越える取組 4 億円

躍進的な事業推進のための設備投資支援事業 【産業労働局】 4 億円

合 計 3,387 億円

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがある。

―３―



―４―

１ 新型コロナウイルスの感染再拡大を阻止する対策 ３，３４１億円

◆ 医療提供体制等の強化・充実 ３，１６５億円

○ 患者受入に向けた空床確保料の補助 １，９１８億円

入院治療が必要な患者を確実に受け入れられるよう、医療機関に対して

空床確保料を補助し、必要な病床数を確保

○ 重点医療機関等医療チーム派遣支援事業 ２５億円

新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる医療機関等が迅速に

医療提供体制を確保できるよう、医療チームを派遣する医療機関を支援

○ 新型コロナウイルス感染症の重点医療機関等の体制整備 ８２億円

高度な医療提供体制の確保のため、患者専用の病院や病棟を設定する都内の

医療機関（重点医療機関）等に対し、引き続き設備整備に必要な経費を支援

するとともに、新たな設備を対象に加えるなど支援内容を充実

○ 新型コロナウイルス感染症疑い救急患者の東京ルールの運用 ５億円

新型コロナウイルス感染症疑い救急患者の円滑な受入れに向け、患者を

積極的に受け入れる新型コロナ疑い救急医療機関及び患者を必ず受け入れる

新型コロナ疑い地域救急医療センターに対して、受入謝金を交付するとともに、

担当医師の確保に要する経費を支援

○ 新型コロナウイルス感染症入院医療確保のための
後方支援病院確保事業

４億円

新型コロナウイルス感染症による入院加療後、回復期にある患者を受け入れる

後方支援病床を確保し、重症・中等症患者等に対する医療提供体制を確保する

ため、転院先の医療機関への受入謝金に係る経費を計上



―５―

○退院基準を満たしたコロナ患者の転院搬送支援 ０．１億円

新型コロナウイルス感染症による入院加療後、回復期にある患者の転院搬送を

支援するため、医療機関に対し、対象患者の後方支援病院への搬送に係る

経費を補助

○ ＴＯＫＹＯ入院待機ステーションの運営 ７億円

入院治療が必要にもかかわらず入院待機となった患者を一時的に受け入れる

施設を確保し、酸素投与や投薬治療が可能な医療機能を強化した宿泊療養施設

を運営

○ 酸素・医療提供ステーション（施設型）の設置・運営 ９８億円

軽症患者等を受け入れ、酸素投与や抗体カクテル療法等を実施する施設型の

酸素・医療提供ステーションについて、施設数を拡大した上で、引き続き運営

○ 新たな臨時の医療施設の確保 ２３億円

様々な症状の患者からの医療ニーズに対応するため、

新たな臨時の医療施設を整備

○ 宿泊施設活用事業 ３７３億円

ホテル等の宿泊施設を活用し、軽症等の新型コロナウイルス感染症患者に対して、

看護体制の拡充を図るなど医療体制を一層強化した上で、健康管理や酸素投与、

抗体カクテル療法等を実施するための療養環境を確保

○ 宿泊療養施設への入所調整 ０．３億円

保健所が担う宿泊療養施設への入所調整に係る業務の一部（基礎疾患や

アレルギー情報等の聴取など）について、都が人材派遣を活用しながら、

継続して適切に実施できる体制を確保



―６―

○自宅療養の適切な実施に向けた支援 １９５億円

保健所等との連携体制を確保し、新型コロナウイルス感染症の自宅療養者に

対する適切かつ効率的な健康観察と生活面での支援を実施するとともに、

自宅療養者が安心して療養生活を送れる体制を構築

・自宅療養者に対してアプリによる健康管理や食料品の配送等を引き続き実施し、

「自宅療養支援フォローアップセンター」の回線数を増強

・地域の医師、訪問看護師等による医療支援を引き続き実施し、助産師を活用

した妊産婦の健康観察の実施や医師の診療と連携した薬局の調剤体制を確保

○ オンライン診療システムを活用した自宅療養者支援 ２億円

医師会の協力のもと、オンライン・電話診療が可能な医師が参画し、

都内全域の自宅療養者を対象として、ビデオ通話システムを活用した

遠隔診療を実施

○抗体カクテル療法を受ける患者の搬送 ３１億円

抗体カクテル療法の対象となる患者を早期・確実に治療につなげていくため、

治療を実施している医療機関への患者搬送を実施

○民間医療機関における患者受入及び移送体制の確保 １８４億円

新型コロナウイルス感染症患者の受入れや感染の疑いのある患者の一時受入れを

行う医療機関を支援するとともに、重症患者を受け入れている医療機関には

受入謝金を加算するなど、必要な経費を計上

○ 診療体制の確保支援 ２７億円

外来診療体制及び検査体制を確保するため、医療機関が設置する新型コロナ

外来（帰国者・接触者外来）の運営に係る経費及び地区医師会等が設置する

地域外来・検査センターの運営に係る経費を支援

○ ＰＣＲ検査等の保険適用に伴う自己負担分の費用負担 ８６億円

新型コロナ外来（帰国者・接触者外来）を設置している医療機関等において

実施するＰＣＲ検査等について、保険適用した場合に発生する自己負担分を

都が負担



―７―

○ 都保健所における即応体制の整備 ４億円

保健所による健康相談等の電話対応等について、人材派遣を活用することで、

効率的な業務遂行や職員の健全な勤務環境を確保

○ 検査体制の強化 ２億円

東京都健康安全研究センターにおける新型コロナウイルス検査に係る

検査試薬の購入経費等を計上

○ 保健所支援体制の強化 １６億円

東京都保健所支援拠点において、会計年度任用職員を活用し、

積極的疫学調査やＰＣＲ検査等を担う体制を確保するとともに、

保健所業務の一部の外部委託化など支援を充実し、保健所業務の負担を軽減

○救急・周産期・小児医療機関の感染拡大防止への支援 ５億円

都内の救急・周産期・小児医療機関において、院内感染を防止するために

必要な設備整備等を支援

○ 感染症法に基づく医療費等の公費負担 ８億円

感染症法に基づき、勧告又は措置があった患者等が感染症指定医療機関等で

受ける医療に要する費用について、公費負担経費等を計上

○ 医療従事者に対する特殊勤務手当への支援 ４２億円

新型コロナウイルス感染症患者への診療に携わる医療従事者に対し、

特殊勤務手当を支給する医療機関を支援

○ 都立病院の職員に対する特殊勤務手当の支給
○ 都立病院の職員に対する特殊勤務手当の支給（公営企業会計支出金）

新型コロナウイルス感染症患者への診療に携わる都立病院の職員に対し、

特殊勤務手当を支給する経費を計上

１０億円
１０億円



―８―

○医療従事者への宿泊先確保支援 ０．４億円

新型コロナウイルス感染症患者の診療に携わる医師・看護師等の深夜に及ぶ

勤務時の宿泊等のため、医療機関がホテル等を借り上げる場合の費用を支援

○ 新型コロナウイルス感染症専用医療施設の運営
○ 新型コロナウイルス感染症専用医療施設の運営（公営企業会計支出金）

都立多摩総合医療センターの病棟（旧都立府中療育センター）として運営する

新型コロナウイルス感染症専用医療施設の運営等に係る経費を計上

１４億円
２億円

○ 新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦総合対策事業 １億円

新型コロナウイルスに感染した妊産婦に対し、退院後等に助産師・保健師等が

電話や訪問等による寄り添い支援を実施するほか、希望する妊婦に対する

分娩前の新型コロナウイルス検査実施に係る費用を補助

◆感染の収束に向けた取組 １０２億円

○ 新型コロナウイルスワクチンに係る抗体保有に関する研究 ０．３億円

新型コロナウイルスワクチン接種後の抗体価の保有状況について、

東京都医学総合研究所等において研究を実施

○ 新型コロナウイルスワクチン接種体制の整備 １１億円

ワクチン接種後の副反応に係る医学的知見が必要となる専門的な相談体制を

確保するため、都民からの電話相談に対応する「東京都新型コロナウイルス

ワクチン副反応相談センター」を運営するとともに、接種医等からの相談に

対応する専門的医療機関を確保するために必要な経費を計上

○ 新型コロナウイルスワクチン職域接種促進支援事業 ５億円

新型コロナウイルスワクチンの効果的・効率的な接種を進める観点から、

中小企業や大学等が実施する職域接種を支援
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○高齢者・障害者支援施設等への集中的検査の実施 ５億円

重症化リスクの高い高齢者・障害者が利用する施設の職員等を対象として

集中的・定期的にＰＣＲ検査を実施

○ 都立学校におけるＰＣＲ検査の実施
○ 区市町村立学校におけるＰＣＲ検査の実施
○ 私立学校におけるＰＣＲ検査の実施
○ 保育所等におけるＰＣＲ検査の実施

３億円
８億円
５億円

１３億円

○ 戦略的検査強化事業 ３０億円

感染者が確認された場合、クラスター化等が懸念される集団への集中的・

定期的なＰＣＲ検査の実施及び感染動向に応じた比較的感染リスクの高い

人流のある場所・交通結節点等での検査実施により、感染者を早期に探知し

感染拡大を防止

都立・区市町村立・私立学校及び保育所等において、児童・生徒等の感染が

判明した際に、保健所による濃厚接触者の特定及び検査が即時に実施されない

場合、感染拡大を未然に防止するため、保健所に先行してＰＣＲ検査を実施

○ 相談体制の確保（コールセンター・発熱相談センター） １６億円

新型コロナウイルス感染症に関する様々な相談に広く対応する「新型コロナ

コールセンター」及び発熱等の症状がある方や接触確認アプリ「ＣＯＣＯＡ」の

通知を受けた方からの相談に対応する「東京都発熱相談センター」を引き続き

設置するとともに、「東京都発熱相談センター」については回線数を増強する

など体制を強化

○ 感染防護具の保管・配送 ２億円

都において新型コロナウイルス感染症への対応として個人防護具を確保する

とともに、新型コロナ外来・入院患者受入病院等に対して都の備蓄品を配送
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○ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（特別区分） ４２億円

緊急事態宣言等の長期化により、経済活動への影響が生じていることを踏まえ、

その影響を受ける事業者に対し、都道府県や区市町村が地域の実情に応じて、

支援の取組を着実に実施できるよう交付された臨時交付金（事業者支援分）の

うち、特別区分を計上

◆ 区市町村と一体となった対策 ７４億円

都分：１７０億円 特別区分：４２億円

都（特別区分含む）へ交付 ２１２億円（令和３年度歳入分）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

○ 区市町村との共同による感染拡大防止対策推進事業 １０億円

都と区市町村が共同で行う連携の仕組みに参画する区市町村に対し、

当該自治体が地域の実情に応じて集中的に実施する新型コロナウイルス感染症の

感染拡大防止に向けた取組に係る経費を支援

○ 新型コロナウイルス感染症区市町村緊急包括支援事業 ２２億円

国の新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金を活用する区市町村に対し、

都が交付を受けて行う間接補助事業に要する経費を計上

○ 中小企業等による感染症対策助成事業 ４億円

コロナ対策リーダーを置く飲食店など、都内中小企業・グループ等を対象に、

各業界団体の感染症防止ガイドライン等に沿った新型コロナウイルス感染症

対策を行う際の経費を助成
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２ 経済活動と都民生活を支えるセーフティネットの強化・充実 ２７億円

◆経済活動を支えるセーフティネット ２７億円

○ 中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業 ０．５億円

コロナ禍が長期化する中、若手技術者が不足している中小企業の中核人材

確保を支援するため、奨学金を利用している大学生等が中小企業に就職し、

継続勤務した場合、奨学金返還をサポートする中小企業の取組を支援

○ 成長産業分野キャリア形成支援事業 ２億円

経済活動の再開に向けて雇用の安定化を図るとともに、非正規労働者等の

再就職やキャリア形成により成長産業分野への人材シフトを促進するため、

eラーニング等による新たな資格やデジタルスキルの取得支援及び

職業紹介等の就職支援を一体的に実施

３ 感染症防止と経済社会活動との両立を図る取組 １５億円

○ 点検・認証済店舗へのデジタルトランスフォーメーションによる
支援強化事業

０．４億円

新型コロナウイルス感染症を取り巻く状況の変化に応じて、点検・認証済店舗が

実効性のある感染防止対策に取り組めるよう、デジタルを活用した支援ツールの

提供や感染防止対策に関する動画の配信などにより、店舗への支援を強化

○一時支援金等受給者向け緊急支援事業 ２４億円

一時支援金等を受給した都内中小企業等に対して、直面する課題を解決し、

経営の改善等を図るため、専門家派遣や販路拡大助成、新事業展開等の

支援を実施
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○宿泊施設魅力向上緊急支援事業 １億円

旅行需要の回復を見据え、中小企業者が営むホテル・旅館が行う取組を

後押しするため、経営戦略策定のための専門家派遣を実施するとともに、

経営戦略の実行やマイクロツーリズム等のプランづくりなどを支援

○旅行業者等向け経営活力向上緊急支援事業 ３億円

旅行需要の回復を見据え、旅行業者及び観光バス事業者が行う効率化や

サービス向上に向けた取組を後押しするため、専門家派遣を実施するとともに、

業務のデジタル化など経営活力向上に資する経費を支援

○ ホストシティ東京の海外への魅力発信 ０．５億円

今後のインバウンド回復につなげていくため、オリンピアン等への

インタビューを交えた映像を制作し、オンラインで配信するなど、

大会開催を通じ外国人目線で感じた東京の魅力などを海外へ発信

○ テイクアウト専門店出店支援 ２億円

新型コロナウイルス感染症の流行に伴う都民の外出自粛要請等の影響で

困窮する都内飲食事業者等（調理・加工した飲食料品を提供する事業者）

に対して、ＡＴＭ跡地などを活用したテイクアウト専門店を新たに出店

する際の経費の一部を助成

○ 飲食事業者向け経営基盤強化支援事業 ６億円

今後の行動制限緩和を見据え、本格稼働の再開を検討する都内飲食事業者に

対して、専門家派遣を実施するとともに、専門家による助言等に基づく

収益増加や経営基盤強化につながる取組を支援

テレワークを一層推進し、都心への人流を抑制するため、多摩地域に加えて

新たに区部の宿泊施設を活用し、希望者にサテライトオフィスとして安価に

提供

○ 区部の宿泊施設を活用したサテライトオフィスの提供
○ 多摩地域の宿泊施設を活用したサテライトオフィスの提供

０．６億円
０．５億円
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４ 社会構造の変革を促し、直面する危機を乗り越える取組 ４億円

○ 躍進的な事業推進のための設備投資支援事業 ４億円

コロナ後を見据えた都内中小企業のデジタルトランスフォーメーションの

更なる推進に向け、生産性と付加価値の向上、新たなビジネス展開などを

目指す際に必要となる最新機械設備等の導入経費に係る助成のうち、

デジタルトランスフォーメーションの推進に資する設備等の導入を対象とした

助成を拡充

○小規模テレワークコーナー設置促進事業 ０．７億円

テレワークの実施を一層定着させるため、都内中小企業の店舗等に小規模

テレワークコーナーを設置する経費を補助



（単位：百万円）

区 分 今回補正額 既定予算額 計

一 般 会 計 336,331 10,444,443 10,780,773

特 別 会 計 - 5,831,659 5,831,659 

特 別 区 財 政 調 整 - 978,718 978,718 

地 方 消 費 税 清 算 - 2,381,304 2,381,304 

小 笠 原 諸 島 生 活 再 建 資 金 - 372 372 

国 民 健 康 保 険 事 業 - 1,085,832 1,085,832 

母 子 父 子 福 祉 貸 付 資 金 - 3,612 3,612 

心 身 障 害 者 扶 養 年 金 - 3,833 3,833 

中 小 企 業 設 備 導 入 等 資 金 - 650 650 

林業・木材産業改善資金助成 - 52 52 

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 助 成 - 48 48 

と 場 - 5,969 5,969 

都 営 住 宅 等 事 業 - 174,909 174,909 

都 営 住 宅 等 保 証 金 - 2,642 2,642 

都 市 開 発 資 金 - 1,023 1,023 

用 地 - 17,775 17,775 

公 債 費 - 1,173,245 1,173,245 

臨 海 都 市 基 盤 整 備 事 業 - 1,675 1,675 

公 営 企 業 会 計 2,367 1,904,984 1,907,351 

病 院 2,367 211,224 213,591 

中 央 卸 売 市 場 - 41,917 41,917 

都 市 再 開 発 事 業 - 5,806 5,806 

臨 海 地 域 開 発 事 業 - 25,637 25,637 

港 湾 事 業 - 5,842 5,842 

交 通 事 業 - 76,460 76,460 

高 速 電 車 事 業 - 289,545 289,545 

電 気 事 業 - 1,544 1,544 

水 道 事 業 - 501,273 501,273 

工 業 用 水 道 事 業 - 8,216 8,216 

下 水 道 事 業 - 737,520 737,520 

合 計 338,698 18,181,085 18,519,783 

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがある。

会 計 別 総 括 表
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局 別 総 括 表 （ 一 般 会 計 ）

（単位：百万円）

区 分 今回補正額 既定予算額 計

政 策 企 画 局 - 9,523 9,523 

都 民 安 全 推 進 本 部 - 2,287 2,287 

総 務 局 4,278 1,579,667 1,583,945 

財 務 局 280 584,578 584,858 

デ ジ タ ル サ ー ビ ス 局 - 20,552 20,552 

主 税 局 - 176,928 176,928 

生 活 文 化 局 474 239,443 239,917 

オリンピック・パラリンピック
準 備 局

- 412,220 412,220 

都 市 整 備 局 - 84,005 84,005 

住 宅 政 策 本 部 - 36,085 36,085 

環 境 局 - 53,812 53,812 

福 祉 保 健 局 325,197 1,727,687 2,052,884 

病 院 経 営 本 部 - 15,271 15,271 

産 業 労 働 局 4,996 3,037,136 3,042,132 

建 設 局 - 564,635 564,635 

港 湾 局 - 108,920 108,920 

会 計 管 理 局 - 3,077 3,077 

労 働 委 員 会 事 務 局 - 662 662 

収 用 委 員 会 事 務 局 - 432 432 

議 会 局 - 6,152 6,152 

人 事 委 員 会 事 務 局 - 951 951 

監 査 事 務 局 - 1,049 1,049 

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 - 12,432 12,432 

教 育 庁 1,106 863,695 864,801 

警 視 庁 - 652,176 652,176 

東 京 消 防 庁 - 251,067 251,067 

合 計 336,331 10,444,443 10,780,773 

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがある。
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